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途上国政府や先進国の軍隊は、① PMC 雇用の高いコスト・パフォーマンス、② PMC の高










て民間警備保障会社（Private Security Company, PSC）、軍事コンサルティング会社（Military 




























な反政府軍の鎮圧のため EO 社と契約した。EO 社は、シエラレオーネ軍の訓練と戦術立案を
支援すると共に戦闘に参加し、反政府勢力の革命統一戦線に奪われたダイアモンド鉱山を奪
回して反政府勢力を壊滅状態に追い込み、内戦を終結させた実績をもつ 5。


































が生じていた。たとえばアメリカの Blackwater Security Consulting （BSC）社 9 は、イラク
で食糧輸送の防護に従事していたが、PMC に反発する一般住民がファルージャで待ち伏せし
社員 4 人を惨殺し、遺体を橋につるした事件が 2004 年に発生したほどである。
PMC は、これらの警備サービスの他に、地雷や不発弾の処理サービスも提供している。た






国連安保理は、諸国に対し WFP 支援とソマリア沖海賊防止の国際協力を呼びかけている 11。








なっている。ロジスティックサービスを行なう PMC は、Haliburton 社 12、Brown and Root
（KBR）社 13、Air Charter Service 社 14、Kalitta Charters 社 15 その他多くの PMC がある。
　ロジスティックサービスを担当する PMC の急増は、供給チェーン管理と民間部門へのアウ
トソーシングの導入を目的とした、アメリカ国防省のロジスティックス改革と不可分である
といわれている。国防省は、軍の展開能力に柔軟性をもたせるために、1985 年 12 月に設置し








ック機材、イラクにおけるロジスティックス等が、Haliburton 社、KBR 社、Aggreko 社 18、


























このほか退役軍人の雇用先の Centurion 社 21 は、もっぱら民間人を対象とした教育訓練を
専門としており、危険地帯での身体の安全維持の目的で、風土病や飲用水、地雷や不発弾、
紛争地でのストレス解消、騒乱への対処、自動車の検問などに関し、情報収集の方法、リ
スクの判断と対策について教育訓練を行っている。Civilian Police International 社 22 は、文
民、警察要員、CIA 要員等に対して射撃訓練、負傷者の応急処置訓練を行っており、Select 
Armor 社 23 は化学、生物、放射性物質の除去や爆発物処理の教育訓練コースを運営し、












分野のサービスについても請け負うこともある。たとえば、1978 年に設立された Military 
Professional Resources Inc.（MPRI）社は、1995 年にクロアチア軍の近代化に協力してクロ
アチア独立を側面から支援し、2000 には対麻薬戦争でコロンビア政府と協力関係にあった 25。












打ち切る可能性もある。したがって PMC と契約する上での最大の問題は、PMC が契約を一
方的に破棄したとき、あるいは契約を履行しなかったとき、雇用者は、PMC とその社員に対
して法的に契約を強制することができない場合である。たとえば、Gurkha Security Group 社 28

































米国は、官公庁が PMC と契約する場合に許可制にして契約を制限する一方、PMC 社員の
海外での犯罪を処罰する国内法をもっている。たとえば、1976 年の「武器輸出管理法（Arms 
Export Control Act, AECA）」は、防衛装備やサービスの輸出入をコントロールする権限を
大統領に与えており、PMC に対しても適用される。しかし、5000 万ドル以下の軍事装備品や
サービス等を含む契約について政府への報告義務を課していないため、報告の必要のない契
約に分割されることが多いといわれている。また PMC は、1997 年の「国際武器取引規制法
（International Traffic in Arms Regulations, ITAR）30」の遵守が求められている。
南アフリカは、1998 年に PMC 傭兵（mercenary）と通常兵器の規制問題に関する統合メ
カニズムを構築する「外国軍事支援法（Foreign Military Assistance Act, FMA）」を制定し
た。かかる法規制の強化に伴って EO 社は解散したが、同社の社員は規制の弱い他国で別法
人を設立し活動している。オーストラリアは、1978 年に「刑罰（外国侵入および入隊）法





ドの「刑罰法（Penal Code）」第 16 章 22 節は、フィンランド人の他国軍隊への応募を禁止す









傭兵に適用される国際法は、アフリカ統一機構（Organization of African Unity, OAU）が
1977 年の汎傭兵会議で採択した「アフリカ傭兵廃絶に関する OAU 議定書（傭兵排除条約）」、
これを補完するために国連総会が 1989 年に採択した「傭兵の募集、使用、資金供与及び訓練
を禁止する国際条約（傭兵禁止条約）」、および 1977 年に赤十字国際委員会が採択した「ジュ

















同条約は、90 年代になって傭兵雇用が個人ベースではなく、企業の形態をとった PMC 社員
の活動となったため、条約の前提が崩れており、発効自体が危ぶまれている。





















い PMC 社員は、①紛争当事国に直接雇用されていないこと、② PMC との雇用契約の下で活
動していること、③傭兵の定義（c）項の「私的な利益を得たいとの願望」で戦闘サービスに従
事していること等の理由から、義勇兵団とみなすか否かの問題がある。この問題は、戦闘サ




















　米国は、2000 年に「軍事治外法権法（Military Extraterritorial Jurisdiction Act, MEJA）32」
を施行し、現地で裁判できない軍関係者の犯罪を米国本国で訴追することを可能にした。同
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